科学技術動向 2014年1・2月号 by 科学技術動向研究センター & 科学技術動向研究センター



























































　2013 年は全世界で合計 81 回のロケット打上げがあり、通信放送衛星、地球観測衛星、航行測位衛星、









































































































論を経て設定した 832 トピックについて、2009 年











































































































































































































































































































































































































































































































































3）　NISTEP Report No.140「将来社会を支える科学技術の予測調査：第 9回デルファイ調査」、科学技術政策研究所、




政策研究所、2010 年 3 月
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16）  「大学・大学院におけるデザイン思考教育」、科学技術動向、No.131（2012 年 9･10 月）
17）  「米国政府のビッグデータへの取り組み」、科学技術動向、No.131（2012 年 9･10 月）
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19）  「健康長寿社会の実現に向けた喫煙リスク研究の動向」、科学技術動向、No.138（2013 年 9 月）
20）  「オランダ・フードバレーの取り組みとワーヘニンゲン大学の役割」、科学技術動向、No.136（2013 年 7 月）
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1）　「日本再興戦略 -JAPAN is BACK-」pp. 79-83,  2013 年 6 月
2）　農林水産省「農業分野における IT 利活用に関する意識・意向調査結果」2012 年 9 月
3）　農林水産省「農林業センサス」2010 年
4）　平藤雅之「フィールドサーバを利用して生産性向上を」、AFC フォーラム 6 月号、pp.7-10、2012 年
5）　（財）社会開発研究センター［編］、高辻正基・石原隆司［監修］「農業技術イノベーション－農業はここまで工業化・
IT 化できる」日刊工業新聞社、p.100、2011 年
6）　西口修「最先端情報システム活用で変わる日本農業」AFC フォーラム 6 月号、pp.11-14、2012 年
7）　富士通（株）ホームページ（アクセス日時 2013 年 12 月 10 日）
　　http://jp.fujitsu.com/solutions/cloud/agri/
8）　小笠原啓「『攻めの農業』は IT が決め手」日経コンピュータ 2013 年 6 月 13 日号 p.11
































































































































































































　まず、6001 番（2010 年 10 月採択）から 7084 番











1R ㄊᙙ හᐖ 㢎ᗐ
 03/6 㧏㏷㏳ಘࡡࡒࡴࡡஹᥦᶭᢇ⾙ 
 6HFXULW\ Ꮽධᛮࠉࢬ࢞ࣖࣛࢷ࢔ 
 $XWKHQWLFDWLRQ ヾチ 
 573 㧏㏷ࡡ㌷㏞ࣈࣞࢹࢤࣜ 
 0XOWLFDVW ୌᑊኣ㏳ಘ 
 &U\SWRJUDSKLF ᬧྒ໩ 
 0RELOH ࣓ࣁ࢕ࣜ 
 &RQJHVWLRQ ㍵㍭ 
 57&3 㧏㏷ࡡ㌷㏞ࣈࣞࢹࢤࣜ 
 &HUWLILFDWH ヾチ 
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 Y&DUG ྞๆ࢓ࣈࣛࢢ࣭ࢨࣘࣤ 
















は 1977 年に ISOで開始され、参照モデルが国際規













































































































































5）　Janet Abbate，“Inventing the Internet”，MIT Press，1999
6）　J. M. Utterback, Mastering the Dynamics of Innovation, HBS Press, 1994















IETF：Internet Engineering Task Force　インターネット技術の標準化を推進する任意団体
ISO：International Organization for Standardization　国際標準化機構
MPLS：Multi Protocol Label Switching　ルータによるパケット転送処理の高速化を実現する技術
OSI：Open Systems Interconnection　開放型システム間相互接続、ISOが定めた通信規約の体系
R：統計処理用プログラミング言語




























　OA は 1991 年に立ち上がった物理系のプレプ
リントサーバーとして始まった LANL preprint 
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のための OA という 2 つの意味合いがある。後者
の OA は特にパブリックアクセスと呼ばれる。論











会も 2014 年に OA 誌を創刊する時代になった 10）。
オープンアクセスジャーナルのディレクトリであ
る DOAJ（Directory of Open Access Journals）に
収録されている OA ジャーナルが 2013 年末には
10,000 タイトルを超え11）、図表 2 に例示するよう
に、OA ジャーナルタイトルと OA 論文数の伸びが
加速している12）。OA 義務化を先導した NIH では、














る15）。 特 に、 情 報
やデータの再利用
の 観 点 か ら OA 化
は重要なポイント













• Green Route OA䜼䝧䞀䝎䝯
– ཋ์ⴥ⩽䛴᭩⤂∟ཋ✇䜘ฺ⏕(Alternave Access)
• 䜿䝯䝙䜦䞀䜯䜨䝚(Self Archiving)  
• ኬᏕᶭ㛭䝰䝡䜼䝌䝮Ⓡ㍍ (IR)
• ᨳᗋ⣌䝰䝡䜼䝌䝮Ⓡ㍍ (Pub Med Central)
– ㉆ㄖ㈕䝦䝋䝯䜼䝧䞀䝎䝯䛾䛴䜦䜳䜿䜽䛴ื䝯䞀䝌䜘ᥞ౩
• Golden Route OA 䜼䝧䞀䝎䝯
– 䜼䝧䞀䝎䝯⮤㌗䛴OA໩(Full Open Access)
• ᥎㍍ᩩ䝦䝋䝯 䟺ⴥ⩽ᨥᡮ䛊䝦䝋䝯䟻 $500-$5000
• ᐞ௛䝦䝋䝯䚮ᶭ㛭㐘ႜ㈕䝦䝋䝯
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o f  Open Access  Repos i tor ies  Mandatory 
Archiving Policies）23） に よ る と、2014 年 1 月 現
在、49 ヵ国において OA 義務化のポリシーが策定
されており、そのポリシー数は 400 を越える。研
究助成団体の義務化ポリシーも計画中を合わせる
と 100 近くに達する。（図表 3、4）
らずに論文を再利用することを許可している16）。
API（Application Programming Interface）の進
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た。米国では連邦政府助成研究の OA 義務化法案 
FASTR が提出され、ホワイトハウスも連邦政府





クセス）義務づける法案（the Public Access to 
Public Science （PAPS） Act）が提出された25）。
　また、EC では 2013 年 12 月に欧州研究・イノ
ベーションプログラム Horizon2020 を発表し、研
究成果の OA をデフォルトに規定し、その後、公
的助成研究データ公開プログラム "Pilot on Open 
Research Data" を開始することを発表した26）。オー
プンアクセスのガイドラインも公開している27）。
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4 月には「オープンアクセスに関する JST の方針」
と題した OA 推奨を告知し、研究データに関する
OA 化についての姿勢も示している21、44）。文部科
学省においては 2013 年（平成 25 年）に学位規則
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も早く、2013 年末までに 90% 近い打上げ成功率を
回復させた。衛星注 1 打上げは全般的に順調に行わ












　2013 年は全世界で合計 81 回のロケット打上げがあり、通信放送衛星、地球観測衛星、航行測位衛星、















　2013 年は全世界で合計 81 回のロケット打上げが
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　2013 年の 1 年間におけるロケット打上げ回数は
81 回で、そのうち 77 回はロケットの打上げおよび
衛星の軌道投入に成功した。ロシアが 33 回（うち
2 回打上げ失敗、1 回軌道投入失敗）、米国が 19 回、
中国が 15 回（うち 1 回打上げ失敗）、欧州が 7 回、
インドが 3 回、日本が 3 回、韓国が 1 回であった。
各国の機種別のロケット打上げ回数を図表１に示
す。2012 年と対比すると、全世界で 8 回の増加と
なっている。
　ロシアは 7 月に「プロトンロケット」の打上げ失
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ロケット5）、中国の「快舟 (Kuaizhou : KZ)」ロケッ






（Operationally Responsible Space：ORS7）） を 目
指して 3 回目の打上げ実験（ORS-3）を行った。
　2013 年は衛星が合計 208 機打ち上げられた。2012
年の衛星打上げ数は 131 機であった 8）が、2013 年
はそれを 70 機以上上回った。これまでに年間最多







ロケットである。今回打ち上げられたソユーズ 2.1v Volga は極軌道投入用に第３段 Volga エンジンを搭載し
ており、1.4 トンのペイロードを打ち上げる能力を有する。ソユーズ 2.1b/Fregat は極軌道に 4.9 トンの能


















　欧 州 宇 宙 機 関（European Space Agency：ESA）
と国際移動通信衛星機構（インマルサット）は新
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3 型」などを打ち上げた。このうち 6 機は 9 月以降
の打上げである。
　その他の 16 機の内訳は、米国 5 機、日本 3 機、
ロシア 2 機 12）、インド 2 機 13）、ESA・ベトナム・
韓国・アラブ首長国連邦（UAE）の 3 か国 1 機関が

























（Alphasat）」（ ま た は Inmarsat- 4A F4）9）を 官 民
パートナーシップ（Public and Privete Partnership：




















　イギリスの O3b ネットワークス社 10）は赤道上
の中軌道（MEO、高度 8,000km）を 16 機編隊で
周回し、ブロードバンドでインターネット中継を
行う、「O3b」という商業通信衛星群の第 1 陣とな
る 4 機の衛星を、6 月 25 日に南米のクールー射場
からアリアンスペース社のソユーズロケットで打
ち上げた。2014 年にも同じロケットで 4 機の同時







「O3b」 と は「Other 3 billion」（ 先 進 国 以 外 の
30 億人）を意味する。発展途上国においてこれま
でにない便益をもたらす可能性がある。
注3　衛星バスは構体系、電源系、熱制御系、姿勢制御系、TT&C（Telemetry, Tracking & Command）系などで
構成され、さまざまな種類の衛星に適用される。カメラを搭載すれば地球観測衛星、中継器を搭載すれば通
信放送衛星というように、ミッション機器を衛星バスに組み込むことで衛星全体となる。
注4　EADS アストリウム社は 2014 年 1 月に主要子会社の社名を取ってエアバス・グループ社に改名した。
地球観測衛星4-2
航行測位衛星4-3
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を持って打ち上げている。2013 年の 14 機の中
で、特に世界中の注目を集めたのはインドの火
星探査機と中国の月着陸機である。インドの火
星 探 査 機「 マ ン ガ ル ヤ ー ン（Mangalyaan）」20）
は 2014 年 9 月に予定されている火星軌道投入
に成功すればアジア初の火星周回探査機とな
る。最初の関門となる火星遷移軌道への投入は
予 定 通 り 11 月 30 日 に 成 功 し た。 中 国 の「 嫦
娥（Chang’e）3 号」21）は 12 月 14 日にロシアと
　超小型衛星の打上げ数は、2012 年に 26 機で












ない。我が国も 2014 年 2 月に米国・日本共同の
全球降雨観測衛星「GPM（Global Precipitation 
Measurement）」とともに筑波大学など 7 大学
の超小型衛星 7 機を H-ⅡA ロケットで打ち上げ
る予定である。
　1 年間を通じて ISS の運用は順調に行われた。





位システム（Global Positioning System : GPS）用の
信号を送出する。
　米国・ロシアは 24 機の衛星で構成される GPS 衛
星群を運用しており、継続的に毎年数機の代替衛星
を打ち上げている。2013 年は米空軍（USAF）が
中高度（約 20,000km）軌道に GPS 衛星を 1 機、ロ







　インド宇宙研究機関（ISRO）は 7 月 1 日に初の準
天頂軌道の航行測位衛星「IRNSS-1A」19）を打ち上
げ、7 機で構成されるインド地域航行測位衛星シス
テム（Indian Regional Navigation Satellite System : 
IRNSS）の構築に向けて順調なスタートとなった。
7 機のうち 3 機は静止衛星で、3 つの経度に配置さ
れる。その中間の経度に 2 組の準天頂衛星（軌道傾
斜角 29 度、2 機 1 組）を配置する計画である。今
後約半年おきに後続機を打ち上げる計画で、2014 年
は 2 ～ 3 機打ち上げられる可能性がある。
　欧州と中国の中高度軌道周回型の航行測位衛星
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計画を掲げた 22）。米国の 2014 年度予算は緊縮財政
を求める野党共和党と社会福祉を重視するオバマ大






　NASA が民間企業 2 社と契約している「COTS」




ズ社（OSC）も 4 月 21 日に「シグナス（Cygnus）」
宇宙船実験機を搭載した「アンタレス（Antares）」
ロケットの初打上げに成功し、さらに ISS にドッキ
ングする 2 回目（9 月 18 日）の打上げにも成功し
て、2013 年の ISS への輸送回数は前年の 11 回から




















関（ESA）は 6 月に ISS への物資輸送機「ATV-4」
（Albert Einstein注 5）をアリアン 5 ES 型ロケット
により打ち上げ、宇宙ステーションへのドッキング





年間の ISS 長期滞在機会があり、2013 年は ESA 所
属のイタリア人宇宙飛行士が 5 月から 11 月までの
166 日間、ISS に長期滞在した。
　カナダ宇宙庁（CSA）所属のカナダ人宇宙飛行士
は、5 月まで ISS に 123 日間滞在していた。カナダ







　11 月 7 日に JAXA の若田光一宇宙飛行士が ISS
に搭乗した。若田宇宙飛行士は 2014 年 3 月から
5 月の間、日本人として初の ISS 船長を務める予定
である。
　2013 年 12 月 31 日の時点で日本人宇宙飛行士の累
積宇宙滞在日数は 790 日以上となり 2011 年以来ロ・
米に次ぐ世界第 3 位である24）。2015 年には油井亀美
也宇宙飛行士、2016 年には大西卓哉宇宙飛行士の搭




2号機は Johannes Kepler（ドイツの天文学者）、3号機は Edoardo Amaldi（イタリアの物理学者）、4号
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6）　Kuaizhou – China secretly launches new quick response rocket、NASA Spaceflight.com、2013 年 9 月 25 日：
http://www.nasaspaceflight.com/2013/09/kuaizhou-china-launches-new-rocket/
7）　About ORS、Operationally Responsible Space Office のウェブサイト：http://ors.csd.disa.mil/about-ors/





11）中国の地球観測活動の方向性、辻野照久、科学技術動向 2013 年 9 月号、No.138：
　　http://data.nistep.go.jp/dspace/bitstream/11035/2429/1/NISTEP-STT138-33.pdf








られる 25）。有人宇宙船「神舟」は「長征 7 型」ロ
ケットにより引き続き酒泉から打ち上げられる。
　米国では NASA の COTS 契約が順調に進み、今
















　米国のスペース X 社は 2014 年に 14 回の Falcon
ロケット打上げを計画しており、米国の底力を示
す勢いがある。13 機の Falcon-9 ロケットと 1 機
の Falcon-Heavy ロケット（第 1 段は Falcon-9 を 3 機
並べた形状）26）で使用する第 1 段エンジンの必要数





2015 年までの 5 年間で 100 機の衛星を打ち上げる
計画である。2016 年以降には月からのサンプルリ
ターンや独自の宇宙ステーションの建設なども予定
している。また、インドは 2012 年から 2017 年まで
の 5 年間で 58 ミッション（ロケット打上げ 25 回、
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12）ロシアの地球観測活動の方向性、辻野照久、科学技術動向 2013 年 10 月号、No.139：
　　http://data.nistep.go.jp/dspace/bitstream/11035/2439/1/NISTEP-STT139-30.pdf
13）インドの地球観測活動の方向性、辻野照久、科学技術動向 2013 年 11 月号、No.140：
　　http://data.nistep.go.jp/dspace/bitstream/11035/2447/1/NISTEP-STT140-29.pdf








17）米国の地球観測活動の方向性、辻野照久、科学技術動向 2013 年 7 月号、No.136：
　　http://data.nistep.go.jp/dspace/bitstream/11035/2398/1/NISTEP-STT136-32.pdf





21）探月工程嫦娥三号正様研制順利、2013 年択機発射、中華人民共和国中央人民政府、2013 年 7 月 31 日（中国語）：
　　http://www.gov.cn/jrzg/2012-07/31/content_2195214.htm
22）2014 年度 NASA 予算の概要、辻野照久、科学技術動向 2013 年 5/6 月号、No.135：
　　http://data.nistep.go.jp/dspace/bitstream/11035/2370/1/NISTEP-STT135-10.pdf
23）Запуск МЛМ «Наука» вновь откладывается（MLM「ナウカ」の打上げは再び延期）：
　　http://scientificrussia.ru/articles/iss-nauka-controversy
24）宇宙滞在日数　日本 3 位に、読売新聞、2011 年 7 月 23 日夕刊
25）中国载人航天工程标识及空间站、货运飞船名称正式公布、中国有人宇宙プログラム室（CMSEO）ニュース、
　　2013 年 10 月 31 日：http://www.cmse.gov.cn/news/show.php?itemid=3743
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